
評価結果

当 該 事 務 従 事 職 員 数

2

Ａ 消火栓の新規設置及び修繕は、整備計画に基づき、順
次行っていくべき事業である。

評価結果を踏まえた今後の方針

説　　　明

消防水利が不足している地区に消火栓を設置することは、消防力の充実を図り、市民の安心・安全を守る意味で必要
である。
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安心して暮らせるまちづくり

第 3 節 暮らしを守る体制の充実

4 章

消火栓を整備することは、災害発生時に直接、市民の安全確保につながり、有効性は高いと考えられる。
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消火栓を設置することにより、消防水利が不足している地区での防火活動をより円滑に行うことができるようになった。

未設置地区の要望を受け、順次設置しており、今後も継続的に設置していく必要がある。
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消防水利が不足している地区住民の生命・身体・財産を火災から守る。
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消防水利が不足している地区住民の生命・身体・財産を火災から守る。
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消防本部

総務課

防火水槽を設置することにより、消火栓が不足している地区での防火活動をより円滑に行うことができるようになった。

未設置地区の要望を受け、順次設置しており、今後も継続的に設置していく必要がある。

千円

平成21年度

6,500 千円

千円

0.10 人 0.10

地震等による大規模災害発生時におけるライフライン破壊が起きた場合、消火栓が使用不能になる場合が想定され、
防火水槽を整備することは、危機管理の面からも有効性があると考えられる。
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個別計画

H22年度

4,916 千円

H21年度

一 般 財 源
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・防火水槽新設工事実施基数　２基

快適で安心して暮らせるまち
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防火水槽蓋修繕

年度

18
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評価項目

当 該 事 務 従 事 職 員 数

3

Ａ 防火水槽の新規設置は、整備計画に基づき、順次行って
いくべき事業である。

評価結果を踏まえた今後の方針

説　　　明

消防水利が不足している地区に防火水槽を設置することは、消防力の充実を図り、市民の安心・安全を守る意味で必
要である。
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